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   大田原市こども医療費助成に関する条例の全部を改正する条例の制定について 

 大田原市こども医療費助成に関する条例の全部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

  平成２６年２月２８日提出 

 

                        大田原市長 津 久 井 富 雄   



大田原市こども医療費助成に関する条例 

大田原市こども医療費助成に関する条例（昭和４７年条例第４号）の全部を改正する。 

（目的） 

第１条 この条例は、こどもの医療費の一部をその保護者に助成することにより、その疾

病の早期発見と治療を促進し、もってこどもの保健の向上と福祉の増進を図ることを目

的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において「こども」とは、出生した日から１８歳に達した日以後の最初

の３月３１日までの者をいう。 

２ この条例において「保護者」とは、親権を行う者、未成年後見人その他の者でこども

を現に監護するものをいう。 

３ この条例において「医療保険各法」とは、次の各号に掲げる法律をいう。 

 ⑴ 健康保険法（大正１１年法律第７０号） 

 ⑵ 船員保険法（昭和１４年法律第７３号） 

 ⑶ 私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号） 

 ⑷ 国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号） 

 ⑸ 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号） 

 ⑹ 地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号） 

４ この条例において「保険給付」とは、医療保険各法に規定する療養の給付、療養費、

家族療養費、保険外併用療養費、特別療養費、訪問看護療養費及び家族訪問看護療養費

をいう。 

５ この条例において「一部負担金等」とは、医療保険各法の規定により保険給付を受け

る者が負担すべき額（附加給付等があるときは、その額を控除した額）をいう。 

６ この条例において「医療機関等」とは、医療保険各法の規定により保険給付を取り扱

う病院、診療所若しくは薬局又はその他の者をいう。 

（助成対象者） 

第３条 この条例に定める医療費の助成の対象となる者（以下「助成対象者」という。）

は、医療保険各法の規定による被保険者又は被扶養者で、次のいずれかに該当するこど

も（以下「対象のこども」という。）の保護者であって市長が交付するこども医療費受

給資格者証を有するものとする。 

⑴ 大田原市の区域内に住所を有するこども（国民健康保険法第１１６条の２の規定に

より他の市町村が行う国民健康保険の被保険者となるこども及び生活保護法（昭和２

５年法律第１４４号）による保護を受けている世帯に属するこどもは除く。） 

⑵ 国民健康保険法第１１６条の２の規定により大田原市が行う国民健康保険の被保険

者となるこども 

２ 前項の規定にかかわらず、大田原市の区域内に住所を有する保護者が監護するこども 



 が、大田原市の区域外に住所を有する場合においては、当該こどもの住所地を管轄する

市町村（特別区を含む。）において医療費助成の対象である場合を除き、当該こどもを

対象のこどもとし、その保護者を助成対象者とする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、大田原市の区域外に住所を有する保護者は助成対象外と

する。 

（助成） 

第４条 市長は、対象のこどもが医療機関等で保険給付を受けた場合、その保険給付に係

る一部負担金等の額から薬局を除く医療機関等の診療報酬明細書ごとに５００円（一部

負担等の額が５００円に満たない場合は、その満たない額）を控除した額を助成対象者

に助成するものとする。ただし、６歳に達する日以降の最初の３月３１日までの間にあ

る対象のこどもは、一部負担金等の額を助成するものとする。 

２ 次の各号に掲げる対象のこどもが当該各号に定める医療機関等で保険給付を受けた場

合、市長は医療機関等の請求に基づいて、一部負担金等の額を支払うことによって、助

成対象者への助成があったものとする。 

⑴ 出生した日から３歳に達する月の末日までの間にある対象の者 県内の医療機関等 

⑵ ３歳に達する日の属する月の翌月から６歳に達する日以降の最初の３月３１日まで

の間にある対象の者 市内、那須塩原市内又は那須町内の医療機関等 

３ 前項の規定以外による助成は、助成対象者の申請に基づき行うものとする。 

４ 第２項の規定にかかわらず、やむを得ない事由により、助成対象者が一部負担金等を

医療機関等に支払ったときは、市長は、助成対象者の申請に基づき、当該一部負担金等

相当額を助成対象者に助成することができる。 

（申請期間） 

第５条 前条の規定による申請は、対象のこどもが保険給付を受けた日の属する月の翌月

の初日から起算して 1年以内に行わなければならない。 

（助成金の返還） 

第６条 市長は、偽りその他不正な行為により第４条に定める助成を受けた者があるとき

は、その者から当該助成した金額の全部又は一部を返還させることができる。  

（委任） 

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成２６年３月３１日までに医療機関等で保険給付を受けた場合は、改正前の大田原

市こども医療費助成に関する条例（昭和４７年条例第４号）の規定を適用する。 


